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転換期を迎えるインバウンド

１．量的拡大は踊り場へ

　報道などでも広く取り上げられている通り、
2015年の訪日外国人旅行者数は、前年比47.1
％増の1,974万人を数え、訪日外国人の旅行
消費額も、同71.5％増の３兆4,771億円を記録
した。
　内閣総理大臣を議長として設置された「明
日の日本を支える観光ビジョン構想会議」は、
新たに示したビジョンの中で、訪日旅行者数
を2020年に15年比約倍増の４千万人、30年に
は約３倍の６千万人にまで増やす目標を掲げ
た。また、訪日外国人の旅行消費額について
も、20年に８兆円、30年には15兆円に増加さ
せることを目指している。

　訪日旅行が拡大してきた要因としては、東
京オリンピック・パラリンピック開催決定や
継続的な訪日プロモーションなどにより、日
本への注目度が高まっていることに加え、新
興国の経済成長や為替水準の円安推移、航空
運賃や燃料代の低下などが挙げられる。また、
ビザ要件の緩和や消費税免税制度の拡充、受
入環境の整備などの施策も着実に成果を挙げ、
訪日旅行拡大に大きく貢献してきた。
　2015年に四半期ベースで訪日旅行者数が
100万人を超えた実績のある中国、台湾、韓
国は、16年第１四半期（１Q）も、前年同期
比では引き続き訪日旅行者数が増加している。
しかし、いずれも増加ペースには落ち着きが
みられはじめており、量的な拡大が踊り場に
差し掛かってきた可能性もある（図表１）。

図表１　訪日外国人旅行者数（棒グラフ：左軸）と旅行消費額（折れ線グラフ：右軸）の推移

（出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」より筆者作成
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２．伸び悩む旅行消費

　訪日旅行の拡大に伴って、訪日外国人の旅
行消費額も大きく増加し、2015年３Q には初
めて四半期ベースで１兆円を超えた。しかし、
観光庁「訪日外国人消費動向調査」によれば、
同四半期に比べて、16年１Q の訪日旅行者数
は40万人余り増加したのに対し、１人当たり
の消費額は18.7万円から16.2万円（▲13.6％）
に減少し、旅行消費の総額も9,305億円（▲
7.0％）にとどまったという（図表２）。
　旅行消費停滞の要因としては、消費額全体
の４割以上を占める買物代の減少が挙げられ
る。16年１Q の買物代の総額は3,848億円に
とどまり、15年３Q の4,039億円から191億円
少なくなっている。買物代の増加を牽引して
きた中国、台湾、香港などからの旅行者数増
加が一巡してきたことに加え、１人当たりの

買物代にも伸び悩みがみられる。
　旅行消費停滞のもう一つの要因としては、
消費額の約1/4を占める宿泊料金の減少も注
目される。16年１Q の宿泊料金の総額は、15
年３Q との比較で251億円減少しており、減
少幅では買物代を上回る。両四半期の比較で
は、訪日旅行者の平均泊数は12.4泊から10.2
泊に短くなっており、ホテルなどへの延べ宿
泊者数も約８万１千人泊減少している。
　観光・レジャーを目的とする旅行者や近隣
からの旅行者は、日本での滞在期間が短いこ
とも多い。訪日旅行者の国や地域、年齢層や
所得層が広がり、再訪者（再訪回数）が増加
すると、滞在中の過ごし方も多様になる。政
府は民泊サービスに関する制度の整備なども
進めており、インバウンド観光は質的にも転
換期を迎えている可能性がある。

図表２　訪日外国人１人当たりの旅行消費額

（出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」より筆者作成
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地域に広がるインバウンド

１．多様化と個性化

　2016年１Q では、訪日旅行者に占める再訪
者の割合は６割を超えている。特に台湾や香
港からの旅行者は、再訪者が８割以上を占め、
10回目以上の再訪者も２割を超える。初めて
の国を旅するときには、主要都市や有名な観
光地を巡ることが多いのに対し、再訪の際に
は、それまでとは異なる地域や特定の目的に
合った地域などにも訪問先が広がりやすい。
　訪日旅行者は、交通手段や宿泊等を個別に
手配する比率が高く、団体ツアーやパッケー
ジツアーの利用者は４割以下とされている。
自ら手配する旅行者（FIT：Free Individual 
Traveler）は、首都圏の空港を経由せず、訪
問地に近い空港から直接入国するケースも多
い。これまで訪日旅行の主要な入国地となっ
てきた成田に比べ、入国者数の増加率が大き
い空港も各地に広がっている（図表３）。

　近年では、桜や紅葉、アニメやファッショ
ンなどに限らず、料理や武道、盆栽や錦鯉、
漆器や陶磁器など、日本のさまざまな文物に
対する関心も高まっており、それらの名所や
産地、縁の地などを訪れる旅行（SIT：Spe-
cial Interest Tour）も増えているという。訪
日旅行の多様化や個性化が進み、FIT や SIT
がさらに広がるとすれば、各地の観光地域に
とってのインバウンド観光は、これから本格
的な展開を迎えるといえるのかもしれない。

２．モノから体験へ

　訪日旅行者の主な買物場所をみると、コン
ビニエンスストア（64.0％：「訪日外国人消
費動向調査（2016年１Q）」、以下同じ）や空
港の免税店（63.0％）、ドラッグストア（59.3
％）などを利用する比率が高い。日用品や化
粧品、医薬品などを大量購入する際には、百
貨店・デパート（57.2％）やスーパーマーケ
ット（51.7％）などを含め、主に都市部に位

図表３　主な空港の外国人入国者数

（出所）法務省「出入国管理統計統計表」等より筆者作成
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置する施設を利用する方が、利便性が高く効
率的に買物ができるということであろう。
　一方、買物場所としては、観光地の土産店

（26.9％）や宿泊施設（14.9％）、鉄道駅構内
の店舗（10.1％）など、主に観光地域に位置
する施設の利用率はそれほど高くない。しか
し、それぞれの観光地域はさまざまな観光資
源を持っており、そこには大都市では出会う
ことのできない体験もある。新たな価値を求
める再訪者や多様な価値を求める旅行者にと
っては、大都市でも実現できる買物より、そ
こでなければ得られない体験にこそ、その地
を訪れる価値があるといえよう。
　情報通信や物流機能が発達した今日では、
消費者が欲しいと思う商品は、いわゆる越境
EC などにより、海外からも購入できること
が多い。経済産業省「電子商取引に関する市
場調査（平成27年度）」によれば、中国の消
費者が越境 EC によって日本から購入した金
額は、15年で約８千億円とされ、19年にはそ
の３倍近くに達する可能性もあるという。

　特定の国や地域で需要が大きい商品は、や
がて直接現地に輸出されることも多く、現地
生産にもつながりやすい。また、買物需要は
相手国の経済状況や規制・制度、為替水準な
どにも影響されやすい。これからインバウン
ド観光の拡大を図る地域では、買物需要に過
度に依存せず、体験を通じて価値を提供する
仕組みをつくることが重要であろう。

求められるインバウンド戦略

１．ターゲットの選定

　2015年の訪日旅行者数の実績が20万人以上
の国と地域について、１人当たりの名目
GDP と人口１万人当たりの訪日旅行者数を
プロットしてみると、主に相手国の経済状況
や日本への距離などにより、概ね三つのグル
ープに分けられることがわかる（図表４）。
　１人当たりの GDP が大きいものの、日本
への距離が長い欧米やオーストラリアなどの
グループでは、人口当たりの訪日旅行者数が

図表４　１人当たりの名目GDP（横軸）と人口１万人当たりの訪日旅行者数（縦軸）

（注）�訪日旅行者数は日本政府観光局（JNTO）の統計データ（2015年）、１人当たり国内総生産（名目 GDP：2014年）及び人口（2015
年）は総務省統計局統計データに基づく。ただし、台湾（2016年４月）、香港（2013年２月）、シンガポール（2013年９月）
の人口は外務省「地域別インデックス（アジア）」を参照。

（出所）日本政府観光局（JNTO）資料、総務省資料、外務省資料より筆者作成
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少なく、初回来訪者の比率が相対的に高い。
しかし、ひとたび来訪すると滞在期間が長く、
３週間以上の滞在者も少なくない。滞在期間
中には複数の観光地を巡ることも多く、宿泊
料金や飲食費、交通費への支出比率が高い。
欧米からの旅行者は、日本独特の伝統や文化
への関心も高く、FIT や SIT の旅行者が占
める割合も大きいものとみられる。
　１人当たり GDP が比較的大きく、日本か
らあまり遠くない台湾や香港などのグループ
は、国や地域の面積が小さいためか、海外へ
の出国率が高く、人口当たりの訪日旅行者数
も多い。これらの国や地域からは、１回当た
りの滞在期間が１週間以内の旅行者が多く、
買物代への支出比率が高い。一方、再訪者や
再訪回数の増加に伴い、FIT や SIT にも広
がりがみられており、訪問地がさらに多様化
し、消費傾向も変化していく可能性がある。
　経済の発展とともに訪日旅行者数が増加し
つつあるタイやインドネシア、マレーシアな
どの新興国のグループは、これまでのところ
初回来訪者の比率が高い。しかし、欧米に比
べれば比較的近い距離にあり、政府の各種施
策も奏功しているため、これから訪日旅行が
さらに拡大していくことが期待されよう。
　訪日旅行者には、国や地域によって特徴が
あり、所得や年齢、再訪回数や宗教などによ
っても、求める価値が異なるものと考えられ
る。資金や人材が限られる観光地域では、多
方面で準備を整え、多様な旅行者すべてに満
足してもらうことには限界もあるため、提供
する価値や対象とするターゲットを絞り、他
の観光地域などと連携して、インバウンド戦
略を構築していくことが現実的といえよう。

２．空間としての観光地域

　情報通信機能の発達に伴い、出発前の情報
収集では、パソコンやスマートフォンなどを
利用して、ネット上で情報を集める訪日旅行
者も多い。情報発信する側でも、日本政府観
光局や各地の観光協会をはじめ、各種組織や
事業者が情報コンテンツを充実させており、
情報の有用性や利便性は高まっている。
　一方、訪日旅行者の情報収集では、観光に
関わる組織や事業者などからの情報だけでな
く、その地を訪れた旅行者が、体験に基づい
て発信する情報にも関心が高い。個人のブロ
グや SNS、親族・知人などを経由して発信
される情報は、強いリアリティや即時性を持
つため、海外旅行の目的地選定に影響を与え
るとともに、滞在中の訪問先探しにも頻繁に
活用されているものとみられる（図表５）。
　訪日旅行者は、空港や海港などに到着した
後、鉄道や道路などを利用して、観光ポイン
トに到達するため、その動線に沿った空間全
体を体験することになる。ところが、空港や
鉄道ターミナル、主要な観光ポイントや商業
施設などについては、重点的に受入体制の整
備が進められる傍ら、途中経路の利便性や景
観、観光ポイントの周辺環境などについては、
改善が望まれる地域も少なくない。
　満足度の高い体験には旅行者が集まり、体
験者の好意的な情報発信がさらに来訪者を増
やす一方、不満足な体験は、情報発信数が少
なく目立たなくても、旅行者を遠ざけるには
十分な口コミ情報となり得る。観光地域にお
ける体験の価値を高めるためには、観光産業
の組織や事業者だけでなく、周辺地域なども
一体となって、旅行者に満足を提供する戦略
を実行していくことが重要であろう。
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インバウンドとネットワーク

１．日本版DMOとネットワーク

　観光産業は、旅行業や宿泊業などの単一の
業種だけでなく、旅客輸送や飲食、文化、娯
楽などのサービスを含め、さまざまな業種が
関与して複合的に成立している。また、ヘル
スツーリズムやスポーツツーリズム、エコツ
ーリズムなど、ニューツーリズムと呼ばれる
分野への関心も高まっており、観光に関わる
業種や組織の範囲は、医療・保健やスポーツ、
各種施設や団体などにも広がっている。
　多様な主体の連携を広げ、地域の「稼ぐ力」
を引き出す舵取り役として、政府は日本版
DMO の形成を進めており、2016年７月15日
時点では、全国から広域連携 DMO（4）、地
域連携 DMO（40）、地域 DMO（44）が、そ
れぞれ名乗りを上げている。日本版 DMO の
中には、地方自治体や観光産業の事業者だけ

でなく、地域の大学や金融機関、各種団体な
どが加わる例もあり、さまざまな側面から活
動を盛り上げようとする取組みもみられる。
　政府は複数の都道府県に跨る「広域観光周
遊ルート」の形成も促進しており、15年度に
７件を認定し、16年度も追加募集を行うなど、
ネットワーク化の動きは広がっている。もと
より、訪日旅行者にとって、地方自治体の線
引きやこれまでの経緯、従来の慣行などは意
味を持たない。多様な特性を持つ主体が、強
みを活かし弱みを補うべく、より広い視野を
持って相互に連携し、それぞれの特性に応じ
て役割を分担しながら、効果的・効率的に価
値を創造していくことが求められよう。

２．地域をつなぐ金融機関

　これまでの地域社会では、域内の資源を有
効に活用できず、経済的利益を域外に流出さ
せてきた部分も大きい。域内で消費するエネ

図表５　出発前の主な旅行情報源（複数回答）

（出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」より筆者作成
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ルギーの対価は、その多くが最終的に国外に
向けて支払われ、域内で販売される消費財に
も、域外や国外で大量生産された物は少なく
ない。旅行者に向けた飲食などのサービスで
さえ、食材が域外から調達されている場合も
ある。インバウンド観光が広がっても、その
恩恵が地域に還元されなければ、地域経済の
活性化には結びつかないであろう。
　一方、資金や人材が限られる小規模な事業
者は、設備投資や能力開発によって生産性を
高めることが難しく、価格競争で後れを取る
こともある。人口減少や高齢化が進む地域で
は、将来の見通しが立たないことや後継者が
確保できないことなどにより、事業継続を断
念する事業者も多い。商品やサービスの供給
能力を高めるために、個々の事業者が個別に
できる努力や工夫には限界もあり得よう。
　そのような地域社会にあって金融機関は、
貯蓄や融資、その他の取引などを通じ、数多
くの事業者や組織と接し、さまざまな情報を
蓄えている。それぞれの特徴やニーズを把握
している金融機関には、事業者や組織をネッ
トワークでつなぎ、情報や資源などの効果的
な流通を促す役割が期待される。エネルギー
の地産地消や地域産物の六次産業化など、狭
い地域や個々の事業者では取り組むことが難
しい事業でも、相互の連携やミスマッチの解

消が進めば、成果に結びつく可能性は高まる
であろう。
　また、地域の資金や人材が集まる金融機関
には、経済の先行きや地域の将来像などを見
据えながら、地域社会の建て直しを後押しす
る役割も期待される。人口減少や社会インフ
ラの老朽化が進む地域では、観光インフラへ
の投資に合わせ、地域内の機能や役割を再配
置して、コンパクト化を進めることなども求
められよう。高齢化が進む地域では、ヘルス
ツーリズムの誘致と併行して、医療・介護な
どの機能を高め、バリアフリー化やユニバー
サル化を進めることなども考えられよう。
　訪日旅行者が訪れる地域は、人々が現実に
生活し、住み続けようとする場所でもある。

「住んでよし 訪れてよし」の地域をつくるた
めには、インバウンド観光拡大の好機を捉え、
その恩恵を社会的課題の解決に結びつける視
点が重要になる。地域をつなぎ、支える金融
機関には、地域の再生と発展に向け、これま
で以上の活躍と貢献が期待される。
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